◎本様式中、破線枠については書類作成上の注意事項であり、実際の申請書類には記載しないこと。
	・本調査書について、不実または虚偽の記載、もしくは様式に対し適正な記載がされていない等の推薦案件は、審査の対象から除外する。

・本調査書は、A４縦用紙にワープロ書き（ﾌｫﾝﾄｻｲｽﾞ10.5pt以上）で作成し、６枚以内にまとめること。（両面印刷不可）


様式２
科学技術賞　科学技術振興部門　候補調査書
１．業 績 名

	


	・業績名は、候補案件の成果を的確に表すものを記載すること。（複数不可）

・業績名の語尾は、「技術の振興」とすること。（例：「○○○の技術の振興」）

・業績名は語尾を含めて必ず２８文字以内とすること。なお、原則として業績名には商標、商品名、会社名及び句読点等（（　）「　」・、。）を使用しないこと。


２．受賞候補

	（筆頭者）

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps9 \o\ad(\s\up 8(ふりがな),氏名)・年齢・生年月日・性別
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ふ),○)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(り),○)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(が),○)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(な),○)　　　（○○歳）（昭和○○年○○月○○日生）　（男）

	所属・役職
	（株）○○工業　○○開発部長　　（現職のみ記載すること）

	候補者の現住所
	〒　　　　－　　　　　○○県○○市○○町　１－１

	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps9 \o\ad(\s\up 8(ふりがな),氏名)・年齢・生年月日・性別
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ふ),○)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(り),○)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(が),○)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(な),○)　　　（○○歳）（昭和○○年○○月○○日生）　（男）

	所属・役職
	○○大学　○○学部　教授　　　　（現職のみ記載すること）

	候補者の現住所
	〒　　　　－　　　　　○○県○○市○○町　１－２

	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps9 \o\ad(\s\up 8(ふりがな),氏名)・年齢・生年月日・性別
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ふ),○)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(り),○)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(が),○)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(な),○)　　　（○○歳）（昭和○○年○○月○○日生）　（女）

	所属・役職
	（独）○○機構　主任研究員　　　（現職のみ記載すること）

	候補者の現住所
	〒　　　　－　　　　　○○県○○市○○町　１－３


	・同一の業績に対して複数の候補者がある場合には、本件業績に対する貢献度の高い順に、まず筆頭者の氏名・所属・役職等を記載し、その後に他の候補者の氏名・所属・役職等を記載すること。ただし、重要な貢献をしている者以外は候補者に含めないこと。
・同一の業績に対する候補者の人数については、原則５名以内とする。
・候補者は、本件業績について、科学技術上の貢献が客観的に確認できる者であること。

・氏名は、原則として戸籍と同一の文字を使用すること。必ずふりがなを付すこと。旧姓使用については、（　）書きとする。
・年齢は、表彰年度の４月１日現在の満年齢を記入すること。
・現住所は都道府県名から記入し、番地等の数字はハイフンで結ぶこと。

・株式会社は（株）、財団法人は（財）、社団法人は（社）、独立行政法人は（独）とし、役職は正確に記載すること。


３．会社概要

	候補者氏名
	会社名称
	資本金
（百万円）
	従業員数
（人）
	年間売上げ
（百万円）
	主要製品名
（売上げ比率）

	○○○○
	（株）○○工業
	
	
	
	

	○○○○
	○○大学
	－
	
	－
	－

	○○○○
	（独）○○機構
	－
	
	－
	－


	・会社概要は、候補調査書作成時点における内容を記載する。

・同一の業績に対して複数の候補者があり、その所属機関が異なる場合には、すべての機関ごとに各項目を記載すること。

・会社の概要を示す資料（パンフレット等）を添付すること（大学等の公的機関を除く）。

・大学等の公的機関の場合には、「会社名称」および「従業員数」（事務局職員と研究者等の合計数）欄の記載のみで可。


４．表 彰 歴　【候補案件の成果に関する受賞】

　　  表彰年月日　　　　　　　　　表彰名称　　　　　表彰業績名　　　　　　　表彰主催団体名
昭和○○年○○月○○日　　　　○○○○賞　　　「○○○○の開発」　　　　（財）○○協会

（受賞者氏名：　○○○○）

　　平成○○年○○月○○日　　　　○○○○賞　　　「○○○○の発明」　　　　（社）○○学会

　　（受賞者氏名：　○○○○、△△△△、□□□□）

	・候補案件の成果に関する受賞について、すべて記載すること。（それ以外の受賞は記載しないこと。）

・表彰年月日、表彰名称等の各項目は正確に記載すること。

・受賞者氏名欄について、連名による受賞の場合には、すべての受賞者氏名を記載順通りに記載すること。（本件候補者氏名に下線を付すこと）

・表彰歴欄に記載したすべての受賞について、表彰状の写ならびに、受賞理由および業績内容のわかる資料（表彰主催団体の対外発表資料、新聞記事等）の写を添付すること。


５．候補案件の成果に関する実績（３ヵ年度）
	製　品　名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	年　　度
	　年度
	　年度
	　年度
	市場占有率の

算出根拠
	主な用途・利用方法
	輸出先

	生産数量
	
	
	
	同種製品の全国年間生産数量に占める当該技術開発による生産数量の割合
	
	

	金　　額
	
	
	
	
	
	

	市場占有率
	
	
	
	
	
	

	輸 出 額
	
	
	
	
	
	


	・前年度までの3ヶ年度の実績を記載する。

・市場占有率にあたっては、できる限り公正なデータを使用するとともに、「市場占有率の算出根拠」欄に分子／分母の対象を明確に記載すること。また、分母の客観性について具体的に説明すること。（例えば、「工業会の統計資料」等）

（但し、実績が市場占有率等で明確に示すことができない場合には、本件成果が実利用されていること、あるいは実利用された場合の予測等を示す客観的データについて箇条書きで記載するとともに、そのデータを添付すること。）


６．推薦機関

	機関名

代表者氏名
	

	所在地等
	〒　　　－　　　

TEL：　

	推薦事務担当者

所属・EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps9 \o\ad(\s\up 8(ふりがな),氏名)
	

	連絡先
	TEL：　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX：

E－Mail：


	・本項については、推薦機関ならびに、その機関内の推薦事務担当者について記載すること。

・推薦機関とは、文部科学省研究振興局長から推薦依頼を受けた機関。

・「所在地等」欄は都道府県名から記入し、番地等の数字はハイフンで結ぶこと。

・「推薦事務担当者」欄については、「７．本件内容に関する問い合わせ先」に記載された者と連絡がとれない場合に、確実に連絡のとれる者を記載すること。（複数名記載可）なお、災害等の不測の場合を除き、一定期間連絡がとれない場合には、審査の対象から除外することがある。

・本調査書を含む申請書類についての責任は、推薦機関にあるものとする。


７．本件内容に関する問い合わせ先

	所属・EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps9 \o\ad(\s\up 8(ふりがな),氏名)
	

	連絡先
	TEL：　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX：

E－Mail：


	・「本件内容に関する問い合わせ先」欄には、候補の業績について、文部科学省からの質問等（技術的内容を含む）に対して適切かつ確実に応答のできる者を記載すること。（但し、候補者本人は不可。）

・必ず連絡のとれる者を記載すること。（複数名記載可）


	本項８の記載内容については、候補案件の成果の内容に照らし、以下の３種から１つを選択して記載すること。（それぞれについて様式が異なるので注意すること。）

【ａ．技術開発に関係する場合】、

【ｂ．ベンチャー、産学官連携の場合】　　この分野の推薦は、現在受け付けておりません。
【ｃ．科学技術の必要性・効果の解析の場合】


８－１ａ．業績の概要【ａ．技術開発に関係する場合】
	開発時期  　　：　昭和○○年○○月～平成○○年○○月　（計○○年○○月）

実利用化時期  ：　平成○○年○○月

	（１）当該分野における背景

本件技術の必要性等の科学技術的背景を含めて記載。

    ・

　　・

（２）候補案件の成果の内容　

①本件技術の内容

本件技術の内容が具体的に理解できるように記載。

　　・

　　・

②本件技術の特徴、従来技術との相違等

簡潔明瞭に記載。（例：　･･･の構造に～を採用することで、～をなくし･･･とした。）

　　・

　　・

（３）従来技術の内容

　　①従来技術の内容

従来技術の内容が具体的に理解できるように記載。

　　・

　　・

②従来技術の問題点

簡潔明瞭に記載。（例：　･･･の構造を～部に有しているため、～が生じ、～の問題が生じていた。）

　　・

　　・

（４）候補案件の成果による社会的効果・実施効果

従来技術と比較のうえ、本件技術による社会的・技術的効果、他の技術分野への貢献、ならびに本件技術の特徴（優秀性、経済性、作業性等）を記載すること。

　　・

　　・

	・開発時期は、本件業績に要した期間、実利用化時期は、本件業績が利用され製品化等された時期（但し、研究部門については、利活用が見込まれる時期）を記載する。

・本項は、Ａ４縦用紙１枚で簡潔にまとめ、当該分野の専門家以外の者にも理解できるように作成すること。

・文章はすべて箇条書きとし、簡潔明瞭に記載すること。（図表等の使用は不可。）

・候補案件の成果と関係のない記述はしないこと。


８－２ａ．候補案件の成果の内容【ａ．技術開発に関係する場合】
	本調査書８－１ａ（２）候補案件の成果の内容（①本件技術の内容、②本件技術の特徴、従来技術との相違等）について、図表等を用いて理解し易く説明すること。



	・本項は、Ａ４縦用紙１枚で簡潔にまとめ、当該分野の専門家以外の者にも理解できるように作成すること。

・参考図は、カラー可とする。（プリントアウトした写真を直接貼付することは不可。但し、パソコン等から画像データを取り込み貼付することは可とするが、１枚にまとめることを考慮して最小限の大きさとすること。）
・参考図について、特許公報等の図の転用は原則不可。（やむをえず特許公報等の図を使用する場合には、内容を理解するうえで必要な説明をすべて付すこと。）

・参考図には必ず概要説明を付すこと。


８－３ａ．従来技術の内容【ａ．技術開発に関係する場合】
	本調査書８－１ａ（３）従来技術の内容（①従来技術の内容、②従来技術の問題点）について、図表等を用いて理解し易く説明すること。




	・本項は、Ａ４縦用紙１枚で簡潔にまとめ、当該分野の専門家以外の者にも理解できるように作成すること。

・参考図は、カラー可とする。（プリントアウトした写真を直接貼付することは不可。但し、パソコン等から画像データを取り込み貼付することは可とするが、１枚にまとめることを考慮して最小限の大きさとすること。）
・参考図について、特許公報等の図の転用は原則不可。（やむをえず特許公報等の図を使用する場合には、内容を理解するうえで必要な説明をすべて付すこと。）

・参考図には必ず概要説明を付すこと。


８－１ｂ．業績の概要【ｂ．ベンチャー、産学官連携の場合】
	（１）当該分野における背景
当該分野における従来の状況を含め、本件業績の背景を記載。

　　・

　　・

　　・

（２）候補案件の成果の内容　

自らの成果を基盤として起業、大学・公的機関との橋渡し等

　　・

　　・

　　・

（３）候補案件の成果による社会的効果・実施効果

従来の状況と比較のうえ、新たな産業・雇用の創設、社会経済に対する貢献等を記載すること。

　　・

　　・

　　・

この分野の推薦は、現在受け付けておりません。


	・本項は、Ａ４縦用紙１枚で簡潔にまとめ、当該分野の専門家以外の者にも理解できるように作成すること。

・文章はすべて箇条書きとし、簡潔明瞭に記載すること。（図表等の使用は不可。）

・候補案件の成果と関係のない記述はしないこと。


８－２ｂ．候補案件の成果の内容【ｂ．ベンチャー、産学官連携の場合】
	本調査書８－１ｂ（２）候補案件の成果の内容、（３）候補案件の成果による社会的効果・実施効果について、フロー図等を用いて理解し易く説明すること。

この分野の推薦は、現在受け付けておりません。


	・本項は、Ａ４縦用紙１枚で簡潔にまとめ、当該分野の専門家以外の者にも理解できるように作成すること。

・本項は、カラー可とする。（プリントアウトした写真を直接貼付することは不可。但し、パソコン等から画像データを取り込み貼付することは可とするが、１枚にまとめることを考慮して最小限の大きさとすること。）


８－１ｃ．業績の概要【ｃ．科学技術の必要性・効果の解析の場合】
	（１）当該分野における背景
当該分野における従来の状況を含め、本件業績の背景を記載。

　　・

　　・

　　・

（２）候補案件の成果の内容　

候補が行った総合的あるいは特定の科学技術のもたらす経済社会的効果予測等がもたらした効果（社会的、技術的な影響、効果等）を記載。

　　・

　　・

　　・

（３）候補案件の成果による社会的効果・実施効果

従来の状況と比較のうえ、新たな産業・雇用の創設、社会経済に対する貢献等を記載すること。

　　・

　　・

　　・




	・本項は、Ａ４縦用紙１枚で簡潔にまとめ、当該分野の専門家以外の者にも理解できるように作成すること。

・文章はすべて箇条書きとし、簡潔明瞭に記載すること。（図表等の使用は不可。）

・候補案件の成果と関係のない記述はしないこと。


８－２ｃ．候補案件の成果の内容【ｃ．科学技術の必要性・効果の解析の場合】
	本調査書８－１ｃ（２）候補案件の成果の内容、（３）候補案件の成果による社会的効果・実施効果について、フロー図等を用いて理解し易く説明すること。



	・本項は、Ａ４縦用紙１枚で簡潔にまとめ、当該分野の専門家以外の者にも理解できるように作成すること。

・本項は、カラー可とする。（プリントアウトした写真を直接貼付することは不可。但し、パソコン等から画像データを取り込み貼付することは可とするが、１枚にまとめることを考慮して最小限の大きさとすること。）


９．候補案件の成果に関する主要特許・実用新案・論文（２件以内）

	①登録番号・タイトル　：特許第○○○○○○号　「○○○○装置」

②出願（登録）年月日　：昭和○○年○○月○○日出願（昭和○○年○○月○○日登録）、

③全発明者氏名（候補者氏名に下線）

④当該特許の概要

　・

　・

　・



	①論文名　：「○○○○○○の研究」

②掲載誌名・巻号・頁・発表年月：○○学会誌vol.○　ｐ○～○、 ○年○月発表

③全執筆者氏名（候補者氏名に下線）

④当該論文の概要

　・

　・

　・




	・本項は、Ａ４縦用紙１枚で簡潔にまとめ、当該分野の専門家以外の者にも理解できるように作成すること。

・候補案件の成果に関する主要な特許・実用新案（成立特許・実用新案のみ）の登録番号、タイトル、出願年月日（登録年月日）、全発明者氏名を記載するとともに、当該特許・実用新案の概要について箇条書きで記載すること。登録されていないもの（権利を取得するために手続き中のものを含む。）は記載しないこと。
・候補案件の成果に関する主要な論文（査読付き論文）の論文名、掲載誌名、巻号、頁、発表年月（西暦）、全執筆者氏名を記載するとともに、当該論文の概要について箇条書きで記載すること。

・主要特許・実用新案・論文あわせて２件以内で記載すること。


PAGE  
19

